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平成 30年６月29日 

各 位 

会 社 名 株式会社オルトプラス 

代 表 者 名 代表取締役CEO 石 井  武

（コード番号：3672 東証第一部）

問 合 せ 先 取締役CFO執行役員 

財務・経理部長 
竜石堂 潤一

（Tel．03-4405-4339）

グリー株式会社との協業契約の締結について

当社は、以下のとおり、グリー株式会社（以下「グリー社」といいます。）との間でゲームサービスの開発・

運営業務及び運営移管業務に関して、協業契約を締結いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

記 

１．概要 

当社は、IP保有会社を含む他社との協業により新規タイトルの開発を進めるとともに、他社タイトルの運

営移管受託の拡大を図ることにより、ゲーム事業における収益の拡大を図ってまいりましたが、そのような中

で、当社はグリー社の子会社でゲーム運営事業を主たる事業とするファンプレックス株式会社（以下「ファン

プレックス社」といいます。）とソーシャルゲームの運営移管に関して協議を行っておりました。ソーシャル

ゲームの運営移管に関する協議の一環で、ゲーム運営事業全般に関して、グリー社と当社の双方の収益を最大

化するための施策について協議を進めた結果、今回、グリー社と改めて協業契約を締結するとともに、GREE

プラットフォーム向けソーシャルゲームの開発・運営を目的として平成25年３月に設立した合弁会社（株式

会社オルトダッシュ）については、一定の役割を終えたとして、活動を休止させることで合意いたしました。

なお、合弁会社の活動休止に伴う影響につきましては、本日付「特別損失の計上に関するお知らせ」の開示を

ご参照ください。 

今回の協業契約に基づき、当社はグリー社、ファンプレックス社等とゲーム運営業務の委託又は移管に関し

て協業をおこなうことにより、ゲーム運営事業における収益の最大化を進めてまいります。 

２．業務提携先の概要 

（１）名称 グリー株式会社 

（２）所在地 東京都港区六本木六丁目 10 番１号

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役会長兼社長 田中 良和 

（４）事業内容 各種ゲームコンテンツの開発、販売及び保守 

（５）資本金 

（平成30年３月31日現在） 

2,339百万円 

（６）設立年月日 平成16年 12月 
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（７）大株主及び持株比率 

（平成29年 12月 31日現在） 

田中 良和 46.38％

ＫＤＤＩ株式会社 3.31％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 3.11％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2.14％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 2.12％

GOVERNMENT OF NORWAY（常任代理人 シティバンク、エ

ヌ・エイ東京支店） 

1.28％

CREDIT SWISSE SECURITIES（USA）LLC MAIN ACCOUNT（常

任代理人 クレディ・スイス証券株式会社） 

1.25％

THE BANK OF NEY YORK 133524（常任代理人 株式会社み

ずほ銀行決済営業部） 

1.12％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 0.95％

藤本 真樹 0.90％

（８）上場会社と当該会社の関係 資本関係 当社株式166,600株（総株主の議決権

数に対する割合1.3％）を保有しており

ます。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 当該会社が提供するSNSプラットフォ

ーム「GREE」上で、ソーシャルゲーム

を提供しております。 

関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 

（９）当該会社の過去３年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期 平成27年６月期 平成28年６月期 平成29年６月期 

連結純資産 95,016百万円 102,604百万円 109,883百万円

連結総資産 117,636百万円 112,370百万円 122,954百万円

１株当たり連結純資産 406.27円 436.89円 466.41円

連結売上高 92,456百万円 69,878百万円 65,369百万円

連結営業利益 20,233百万円 14,239百万円 7,997百万円

連結経常利益 25,009百万円 10,534百万円 10,035百万円

親会社株主に帰属する当期純利益 △10,322百万円 8,402百万円 12,116百万円

１株当たり連結当期純利益 △43.85円 35.92円 51.61円

 

３．今後の見通し 

本協業契約の締結による平成30年９月期の業績への影響については、軽微であります。今後、公表すべき

事項が生じた場合には速やかに開示いたします。 

以 上 


